
竹内南地区 複合一貫輸送に対応した
貨客船ターミナル整備事業〔直轄事業〕

我が国唯一の環日本海定期貨客船や外航クルーズ船に対応した新たな貨客船ターミナルの整備

○クルーズ船が急増！
・2012年 ⇒ １６回寄港 （本州日本海側港湾では最多の寄港回数！）

・2013年 ⇒ ２０回以上寄港 ・2014年 ⇒ ３０回以上寄港

貨客船ターミナルイメージ

昭和南地区

課題 ： 環日本海定期貨客船やクルーズ船 に対応
する専用岸壁がなく、大型クルーズ船寄港の際は
原木等を取扱う岸壁に係留せざるを得ない状況。
このため、「景観・異臭などの問題」、「貨物船との係
船調整（沖待ち）」、「ＣＩＱ体制が不十分（入国手続き
に時間がかかる）」 などの問題が生じている。

貨物船(原木、チップ)とクルーズ船が同一岸壁を利用

大型クルーズ船（乗客2,000人）の場合、
昭和南地区岸壁から昭和北地区の 仮設
ターミナルまで（約２㎞） 乗客をバス移送
で対応せざるを得ない。
また、仮設ブースも設置し、受入体制を
確保している状況。

【ＣＩＱ体制が不十分】

○入国手続きを２時間程度で終えることが不可欠
○現在の出入国審査７ブースでは、２時間で７００人
が限界

新たに世界最大手の客船会社（プリンセスク
ルーズ社）から１１万トン級(乗客3,000人)の
大型クルーズ船の１０回以上の寄港オファーも

あり、２０１３年の寄港予定回数を大幅
に上回る勢い！

しかしながら、２０１４年の大型クルーズ船

の寄港については、貨物船と係留が重複す
るため、寄港を断らざるを得ない。

早期事業化を！

現在、バス
移送での
暫定対応

既に２０１４年まで続々とオファーあり！

専用岸壁となる貨客船ターミナル
の整備（新規事業採択）が急務！

２０１３年寄港予定

竹内南地区貨客船ターミナル整備 ～みなとを核とした官民連携による賑わいづくり～
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設備投資による工場増設に伴う増産計画、

調達先の転換から大型木材輸送船による
調達量の増加

449

島根県

鳥取県

原木

リサイクル貨物

混在する
貨物

課題 ： ふ頭用地の不足に伴う非効率な荷役 境港背後の合板工場が拡張
〔合板の安定供給を支えるための増産体制の整備〕

○設備投資
平成２２～２５年 ３９億円

平成２３年 １億円 ５０億円
平成２４～２５年 １０億円

○雇用創出

工場増設による直接雇用増 ３０名程度

平成２５年には合板の増産体制が
整い原木輸入量が増加

拡張合板工場

野積された原木

合板増産に伴い原木の野積が増加
 

更に野積場が不足

境港は西日本の合板製造拠点

設備投資および大型原木船による調達量の増加

中野地区 国際物流ターミナル整備事業〔直轄事業〕
外貿貨物の増加、船舶の大型化、既設施設の混雑等に対応した岸壁（－12ｍ）の整備

ふ頭用地の前倒し整備
・国土交通省：泊地浚渫前倒し
・境港管理組合：ふ頭用地造成前倒し

合板生産量は国内

シェア１５％を占める

重点整備を！
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国土強靱化を推進する防災・安全交付金

及び社会資本整備総合交付金の重点的な配分について

《提案・要望の内容》

○国土の強靱化を推進するため、住民の命と暮らしを守る事前防災・減災対策と暮
らしの安心・地域活性化等について地域の実情に即して確実に取り組むことがで
きるよう、防災・安全交付金及び社会資本整備総合交付金を特に財政力の弱い地
方に重点的に配分すること。

※国土の強靱化を推進する事前防災・減災対策や暮らしの安心・地域活性化等に重点的に取り

組むことは喫緊の課題である。

・全国的には、平成２３年の台風１２号や平成２４年の梅雨前線など近年も豪雨によって甚

大な被害が発生している。

・東日本大震災の教訓から公共交通インフラ等の耐震化、遡上する津波に対する海岸堤防や

河川堤防の整備などの総合的な地震対策が急務であるとともに、中央自動車道・笹子トン

ネル事故によってインフラの老朽化対策の深刻さが再認識された。

・京都府亀岡市をはじめとして全国で痛ましい通学児童の死亡事故が発生し、早急な通学路

の安全対策も求められている。

※当県においても、平成２３年の台風１２号によって堤防の決壊、約１７０棟の床上・床下浸

水や集落が孤立、現在でも土石流対策が行われていない要援護者施設や侵食対策が完了して

いない海岸が残されている。また、本年７月の大雨によって、浸水常襲地帯において道路冠

水により孤立住宅が発生、更に、緊急輸送道路である国道の法面が崩壊し、広域交通を支え

る幹線道路が数日間全面通行禁止になるなど、多大な影響が生じた。

※また、長寿命化計画を策定して橋梁等の安全確保と維持管理コストの縮減に努めているが、

今後急速に進展する老朽化への対策が不可欠であるとともに、大規模地震に備えた橋梁等の

耐震補強、緊急輸送道路の防災対策も急務であることに加え、平成２４年度の緊急点検に基

づいた通学路の安全対策を平成２６年度までに緊急的に実施する必要がある。

〈主な箇所〉

［治水対策］

・河川事業 大路川：都市部貫流河川の治水安全度向上（堤防腹付けなど）

・砂防事業 深谷川：災害時要援護者施設の土砂災害防止

・海岸事業 湯山海岸：山陰海岸国立公園の海岸侵食対策

［老朽化対策］

・道路施設、河川管理施設、港湾施設等の計画的な維持管理、更新

［大規模地震対策］

橋梁の耐震補強：国道 号境水道大橋など431
［防災対策］

・緊急輸送道路等の落石防止対策、未改良区間の改良等

［通学路の安全対策］

平成 年度の緊急点検に基づく要対策箇所等24
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「国のかたち」を変える地方分権改革の推進について 

 

 
 

《提案・要望の内容》 
 
○国と地方の役割分担の抜本的見直しによる構造改革を進め、中央府省を解体し、国の

事務・権限の地方へ移譲を一層のスピード感をもって実行するなど、「国のかたち」

を変える地方分権改革を推進すること。 

 

○東京一極集中の中央集権構造、地域間・地域内格差を是正するため、日本海国土軸等

の多重型国土軸による地域発展型国土づくりを推進すること。 

 

○全国一律ではなく、地域が自らのあり方を選択・決定できる仕組を導入すること。ま

ずは設置が義務づけられている「教育委員会」を選択制とすること。 

 

○地方に課されている義務付け・枠付けの見直しを確実に実施し、条例制定権の拡大を

図るとともに、「従うべき基準」の縮小など地方の自由度を実質的に高めるための見

直しを行うこと。 
 
 
 
 
 
○国が当面の検討課題としている直轄道路・直轄河川やハローワーク、その他第一次安

倍内閣時に発足した地方分権改革推進委員会以降の議論を活かし、地方の要望も踏ま

えて国の事務・権限の移譲を着実に実現し、地域の実情に応じた地方分権改革を断行

すること。 

 

○道州制は、地方分権を推進するためのものでなければならず、中央府省の解体再編を

含めた統治機構の抜本的な改革を行うべきであり、また、道州制の姿やメリット・デ

メリット等について、国と地方の両者が共通の認識を持って検討していくことが不可

欠。そのため、地方分権改革担当大臣の下に設置された地方分権改革有識者会議のほ

か、国と地方の協議の場に分科会を設置するなど、県、市町村など当事者たる地方の

意見を十分に反映すべきであること。 

 

○また、道州制が国のあり方や国民生活にどのような変化をもたらすのかなど、国民が

適正に判断できる情報を積極的に発信し、拙速に進めることなく、国民的な議論を十

分に尽くすこと。 
 

※第３次一括法の成立 
 第３次見直しに係る事項及び地方からの提案を受けた第４次見直しに係る事項について、

第３次一括法（７４法律を一括改正）が先の国会で成立。（H25.6.7） 
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地方税財政の充実・強化について

《提案・要望の内容》

○地方法人課税のあり方の見直しや、地方消費税を含む税制抜本改革により、税

源の偏在性が小さく税収が安定的な地方税体系を構築し、地方税財源の充実強

化と偏在の是正のための仕組みを早期に実現すること。

○地方交付税の法定率の引上げ等を的確に行うとともに、地方の行政需要を的確

に反映した別枠加算の確保などにより、三位一体改革の影響により減少した地

方交付税総額を早期に復元し、地方の一般財源総額を確保すること。

また、都市部と地方部の地域間の税源の偏在は、地方消費税の引上げによっ

てもなお十分に解消されないことから、地方交付税の財源調整機能を強化する

こと。

○市町村合併に伴う普通交付税の特例措置の終了に伴い、合併市町村の財政運営

に支障を生じることのないよう、地域の拠点としての支所機能や消防防災体制

の維持等、市町村合併による行政区域の広域化に伴い生じる財政需要等を考慮

した財政措置を講じること。また、合併を行わなかった市町村においても、過

疎化や人口減少が進展する中で持続可能な行政サービス体制構築のために必要

な財政措置を講じること。

○累増する臨時財政対策債について、税制抜本改革に取り組む中においてそのあ

り方の見直しを行い、増大を抑制すること。また、その実現までの間の臨時財

政対策債の配分に当たっては、財政力の弱い地方公共団体に配慮した方式を一

層拡充すること。

○自動車関係諸税の簡素化・グリーン化の観点から、税制のあり方及び暫定税率

を含む税率のあり方を総合的に見直す際には、貴重な地方の税源を確保するこ

と。また、地方環境税の創設等を行うとともに、地球温暖化対策のための税の

使途に森林吸収源対策を位置づけ地方の取組を支援するなど、地球温暖化対策

における地方の役割の重要性を踏まえた安定的な地方税財源を確保すること。

○地方交付税は地方共通の固有の財源であり、国が地方に対して地方公務員給与

の引き下げを要請する手段として行った地方交付税の削減は、二度と行わない

こと。

鳥取県は、県内企業との均衡を図る独自の公務員給与適正化を図ってきたことから、

平成２４年４月のラスパイレス指数（国カット前）が９３．６、さらに平成２５年１月

１日の給与改定により、平成２５年１月のラスパイレス指数（国カット後）が９９．４

となり、平成２５年１月２８日の総務大臣による給与削減要請以前から既に国家公務員

より低い給与水準である。
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○ 地方税財源の偏在性と格差［都市部と地方部の比較］ 
≪都道府県ごとの一人当たり税収の最大／最小（平成２３年度）≫ 

 

    地方税全体 最大(東京都）：最小(沖縄県）＝ ２．５倍 （東京都：鳥取県＝２．２倍） 
 

      法 人 二 税 最大(東京都）：最小(奈良県) ＝ ５．３倍 （東京都：鳥取県＝４．０倍） 
 

      地方消費税 最大(東京都）：最小(奈良県) ＝ １．８倍 （東京都：鳥取県＝１．４倍） 
 

○ 三位一体改革による地方交付税・税源移譲の影響額 
≪例≫ 鳥取県の場合（平成１５年度 ⇒ 平成２５年度 ▲１９０億円） 

　地方交付税＋臨時財政対策債 　 県税

　　１，６４３億円  ３６８億円
※地方交付税のうち特別交付税は当初予算額（21億円）

　　計 ２，０８６億円 ▲４億円

　地方交付税＋臨時財政対策債 　 県税

　　１，６５５億円  ３７６億円

　
　　計 ２，１０２億円 ▲５７億円

　地方交付税＋臨時財政対策債 　　　県税 　　国庫補助金
１，７３８億円 　 ４７７億円 　　　１２６億円

計 ２，２１５億円

（注）　イメージをわかりやすくするため、金額と面積を比例させていません。

交付税の削減影響額と税源移譲の影響額（▲１９０億円）

７５
億円

平成２５年度
（算 定 額）

県税

　６５億円

７１
億円

平成２４年度 県税

（決 算 額） 　６９億円

平成１５年度
（決 算 額）

税源

移譲

交付税の削減影響額

▲１２９億円
税源移譲の影響額

▲６１億円

地方法人特別譲与税７５億円

 
 

○ 借金に依存しない、真水による地方交付税制度を確立［脱！臨時財政対策債］ 
≪例≫ 鳥取県の場合（平成２５年度 臨時財政対策債が約２割を占める） 

H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25

特別交付税 40 55 42 39 36 34 31 28 24 27 27 29 37 29 21

普通交付税 1,601 1,671 1,536 1,491 1,306 1,259 1,260 1,268 1,285 1,289 1,104 1,221 1,312 1,344 1,350

臨時財政対策債 0 0 99 211 396 286 220 198 179 218 441 465 312 282 272

総額に占める臨財債のシェア 5.9% 12.1% 22.8% 18.1% 14.6% 13.3% 12.0% 14.2% 28.1% 27.1% 18.8% 17.0% 16.6%
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臨時財政対策債

総額に占める臨財債のシェア

 

真に地方の自立に資する地方税財政制度の確立 

※H25 の普通交付税・臨時財政対策債については算定額、特別交付税については当初予算額を記載 
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地域活性化に資する戦略的な特区推進・採択について 
 

 

《提案・要望の内容》 
○大都市型の特区のみならず、国内需要を掘り起こし、新社会モデル創設へ戦略的

に取り組んでいる鳥取県の地域活性化総合特区をはじめとした地方の意欲的プロ

ジェクトに対し、国家戦略特区と同等の大胆な制度改正を行うこと。 

【必要な制度改正】 
・規制 電力会社が所有する配電線の第三者利用のルールの明確化 
・税制 企業立地促進法に基づく設備促進税制（特別償却）の対象に実証に必要な設備を追加 
  特区事業に取り組む企業の法人実効税率を２０％に引き下げ 
・財政 特区の推進に必要な事業への新たな財政支援制度の創設 
・金融 企業立地促進法に基づく優遇措置に新たな保証枠を創設 

日本政策投資銀行等が政府系金融機関の融資において県が認定した事業者へ配慮 
 
 

※鳥取発次世代社会モデル創造特区計画の概要（H24.7.25 地区指定、H25.6.28 計画認定） 

・区域：鳥取県西部９市町村 

・目標：地域の強みと住民ニーズを独自のビジネスモデル構築手法により結びつけ新事業の創

出と住民の暮らしの豊かさ意識の向上を図り、この好循環により地域経済の活性化を

図る 

・事業：とっとりスマートライフ・プロジェクト 

①商店街の利便性を高める e-モビリティ交通サービス（米子市中心市街地） 

②再生可能エネルギーによる災害時集落無停電サービス（江府町下蚊屋地区等） 

③健康情報を高度利用する健康づくりサービス（南部町） 

※（株）ナノオプトニクス・エナジー（米子）が生産する電動車椅子を活用した「クローラー型

電動車椅子と ICT による病院内医療サービス向上実証事業」を JICA に提案中（対象国タイ） 

※（株）ジャパンディスプレイは車載ディスプレイの開発・製造部門を H28年 3月に鳥取に集約

総合特区事業とディスプレイを組み合わせて新たな付加価値を創出する取組を現在検討中 

（電池残量から走行可能距離を表示、電力消費量の表示、健康情報へのアクセス・表示など） 

※現在の総合特区制度は規制の特例措置や財政上の支援措置等の活用が少なく現在のボトム

アップ方式の提案には限界がある。このため、国が主体的に関与する、国家戦略特区と同等の

大胆な規制改革、税制措置などの制度改正を総合特区制度にも適用する必要がある 

 
 
○関西圏域の研究ポテンシャルを活用したプロジェクトを国家戦略特区として選定

すること。 

【鳥取県の提案が含まれている共同提案プロジェクト】 
・iPS 細胞を活用した再生医療の研究・医療応用の加速化 
・ICT を活用した健康診断情報の蓄積・共有化 
・次世代電池及び電池関連部材の開発・次世代電池評価センターの設置 

 
※関西には、再生医療をはじめとする先進医療分野や、新エネルギー分野などの優れた産学の研究

ポテンシャルがあり、国家戦略特区を活用して大胆な規制改革や税制措置を集中的に講じること

は、研究成果の実用化等を加速し、我が国全体の経済成長に大きく貢献する 

※関西広域連合は、国家戦略特区に向けた関西としての提案をとりまとめ、H25年 7 月 5 日に関係

省庁に提出 
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環太平洋経済連携協定（ＴＰＰ）交渉参加について 
 

 
 

＜参考１＞ 

 第１８回ＴＰＰ交渉会合の声明（7 月 25日） 

○日本を 12 番目の環太平洋連携協定（ＴＰＰ）交渉国として歓迎。日本は積極的に交渉会合に

参加 
○今回会合で市場アクセスなど 12 分野を議論。進展があったが、追加作業が必要な論点が依然

多い。交渉はより困難な課題に対処する段階に差し掛かっている 
○工業品と農産品、繊維の市場アクセス分野で、交渉加速のための作業計画で合意。知的財産

権、環境、国有企業の各分野で進展に向けた方策を模索 
○次回会合は 8 月 22～30 日にブルネイで開催 

 
＜参考２＞ 

 ＴＰＰ交渉のスケジュール 

 7 月 15 日～25 日 第 18 回交渉会合（マレーシア） 
 7 月 23 日 日本が交渉初参加 
 8 月 22 日～30 日 第 19 回交渉会合（ブルネイ） 
 10 月 APEC（インドネシア）と同時開催のＴＰＰ交渉首脳会合で大筋合意？ 
 12 月 交渉妥結 

 

《提案・要望の内容》 
  
○ＴＰＰ協定への参加の可否については、農林水産分野のみならず、国民皆保険制

度、食の安全・安心、政府調達など国民生活のあらゆる分野への影響が想定され

るため、国民に対する情報開示を適切に行い、協定締結に向けた判断について国

民的議論を行いながら慎重に検討、判断を行うこと。 

 

○今後、交渉を進めるにあたっては、守るべきものは守り、攻めるべきは攻め、国

益にかなう最善の道を追求するという姿勢で交渉に臨んでいただくとともに、国

内農林水産業の再生及び競争力強化をはじめ必要な分野には適切な支援策を講ず

ること。 

 

【国内農林水産業の競争力強化に向け、求められる対策】 

①米、畜産物など重要品目について、関税措置を継続。 

②経営所得安定対策などを含む「日本型直接支払い」の見直しに当たっては、現

行施策の水準の維持、円滑な移行。 

③高品質な農林水産物生産のための生産基盤、施設修繕・整備及び大型機械の導

入等に対する支援（主に農業水利施設・米の乾燥調製施設・畜舎の整備、森林

整備加速化･林業再生事業の拡充・継続、高度衛生管理型の水産市場整備など）。 

④漁船の建造、漁業者の収入安定など水産業に対する補助金が、ＴＰＰ協定にお

いて原則禁止とされる懸念がある。水産業を守る対策を講ずること。 
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＜参考３＞ 

ＴＰＰ参加による鳥取県農林水産業への影響額試算 

○国と同様の前提条件で試算 
農産物     ２１９億円（△３２．４％） 
林産物（合板等）  ９億円 
水産物（属人）    １８億円（△１１．３％） 
合  計        ２４６億円（△２５．０％） 

※（ ）内は対県内生産額比 

 
 ＜参考４＞ 

「日本型直接支払い」など農業関連施策の制度確立 
○農地・水保全管理支払交付金 

・本県農業振興地域面積の３割をカバーしており、活動の高度化に貢献。兼業農家や非農家

も参加した農業用施設の保全管理のための重要な施策として、定着しつつある。 
○中山間地域等直接支払交付金 
 ・生産条件の不利な中山間地域農業を守る重要施策として定着。 
〇米の所得補償交付金の県内主食用米作付け面積カバー率は９割を超え、全国平均を上回る取

組状況。法人化や集落営農の推進、担い手育成にも一定の効果が見られた。 
〇飼料米等の新規需要米に対して、80 千円／10a の交付金が交付されることで、耕種側も採算

の合う安定生産がもたらされ、家畜飼料として定着。 
 
「農業用機械施設補助の整理合理化について」(通知) 

○昭和 57 年 4 月 5 日付農林水産事務次官依命通知。 
○トラクターやコンバイン、畜舎、漁船などは、汎用性があり、個別経営向になじみ、地域の

普及度が高いなどの理由から補助対象外とされてり、農林水産業者が必要とする機械施設の

導入が困難となっている。 
 
境漁港の高度衛生管理市場整備に向けた検討 

○さかいみなと漁港市場活性化協議会が本年３月に作成した「さかいみなと漁港・市場活性化

ビジョン」では、「信頼される漁港・市場づくり（漁港・市場機能の強化）」、「活力がある漁

港・市場づくり（集荷･販売力の強化）」、「親しまれる漁港、市場づくり（観光連携及び地域

活性化の推進）」をビジョンの３つの柱と定め、高度衛生管理市場の整備に向けた具体的に検

討。 
 

《具体的な検討内容》 
・ゾーニング、人・車両の入場管理、異物混入防止などの衛生対策。 
・殺菌冷海水及び低温市場化による鮮度保持など。 

 ・本年度、国直轄で高度衛生管理基本計画策定調査が実施されるので、専門のコンサルタント

の意見等も参考にしながら、さかいみなと漁港市場活性化協議会で意見集約していく。 
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農林水産物の競争力強化に向けた輸出体制の構築について

《提案・要望の内容》

〇ジャパンブランド確立のため、日本の食文化・農林水産物を海外へ展開するに
あたり、国が先導的な立場となり農業団体、農業者、更には輸出業者など、国
と産地が一体となってエリア毎に戦略的に取り組む「攻めの輸出体制」を確立
するとともに、必要な予算措置を講ずること。

〇牛肉をはじめ、輸出先国における食品別の検疫等の規制の是正や国内における
輸出基準・規制の是正など輸出環境の改善を講ずること。

※4月23日の産業競争力会議において林大臣より 「攻めの農林水産業」の施策を表明。、

平成32年までに農林水産物・食品の輸出額を平成24年現在の4,5百億円から１兆円水準

とする目標を設定。

※日本の食文化や食を海外展開することは国の役割であり、これまで個々の産地での対応

を国をあげたミッション形式とし、対象国・対象品目毎に対する戦略が必要。

※牛肉等畜産物輸出は、家畜伝染病（口蹄疫、ＢＳＥ等）発生に伴う諸外国の輸入規制を

はじめ、と畜場、食肉処理場の食肉取扱施設基準など輸出相手国により輸出食肉認定制

度が異なり、国際標準化が必要。

更には、輸出に関する証明書の発行、通関手続きなど長期間要するため、輸出環境を早

急に改善し輸出促進を図る必要がある。

＜参考＞
「攻めの農林水産業」の具体化の方向 （平成 年 月 農林水産省）〇 25 4

輸出戦略、食文化・食産業のグローバル展開
【目標】
〇日本の食文化の普及に取り組みつつ、日本の食産業の海外展開と日本の農林水産物・
食品の輸出促進を一体的に展開することにより、グローバルな「食市場」
（今後10年間で340兆円から680兆円に倍増）を獲得。

〇その手段として、国別・品目別輸出戦略を策定し、日本食を特徴づけるコンテンツ
（水産物、和牛、日本酒等）の輸出による輸出拡大を目指す。

⇒品目別の農林水産物・食品の輸出額に係る数値目標、輸出環境の整備等に係る政
策目標を設定する。

【政策の展開方向】
１．日本の「食文化・食産業」の海外展開（Made by Japan）
２．日本の農林水産物・食品の輸出（Made in Japan）
３．世界の料理界での日本食材の活用推進（Made from Japan）

〇輸出食肉認定制
【認定輸出牛肉取扱施設】

※国内の大手食肉加工施設に限られている。

輸出相手国 国内認定施設数 相手国が求める衛生要件 主な輸出食肉取扱施設

米国 7 岩手、群馬、鹿児島、宮崎
カナダ 5 群馬、鹿児島、宮崎
香港 9 岩手、群馬、鹿児島、宮崎、岐阜
マカオ 52 北海道、東北、九州、名古屋、東京、神戸など
タイ 32 北海道、東北、九州、近畿、名古屋、東京、神戸など
シンガポール 10 岩手、群馬、鹿児島、宮崎、岐阜、滋賀

・HACCPシステムの導入
・特定危険部位の除去
・家畜伝染病発生の有無など
・特定危険部位の除去（30ヶ月
齢未満）
・家畜伝染病発生の有無など
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周辺地域の意見に基づいた原子力発電所の運用について

《提案・要望の内容》

【原子力発電所の安全対策について】

○福島第一原子力発電所事故の原因究明調査結果をも踏まえた国際的にも通用す

る新規制基準に基づき、原子力発電所の安全性を客観的に確認し、厳格な審査

を行うとともに、周辺地域に十分な説明を行い国民的理解を得ること。

○福島第一原子力発電所の原子炉とほぼ同時期に設置された同型式の原子炉を有

する島根原子力発電所について、その特性を考慮した安全対策が確保されるよ

う厳正な審査、運用等を行うこと。

○原子力発電所の耐震設計上考慮すべき活断層評価については、安全サイドに立

った評価基準を策定するとともに、発電所の安全に影響を及ぼす周辺の断層を

含め原子力規制委員会として改めて確認を行うこと。

【原子力発電所の再稼働に当たって】

○原子力発電所の再稼働の判断に当たっては、地域の安全を第一義とし、立地県

のみならず周辺地域の意見を聞くこと。また、安全対策の進ちょく状況等も踏

まえ、国が責任を持って判断し、国民に説明すること。

○原子力発電所における安全対策の確保について、周辺地域の声が反映される

法的な仕組みを検討し、整備すること。

【国の費用負担について】

○緊急時防護措置準備区域（ＵＰＺ）の原子力防災体制の整備（初期投資）を緊

急に実施することが必要であることから、当県において平成27年度までの３カ

年で整備できるよう、国において必要な財源を措置すること。また、当該年度

の交付金執行にあたっては、原子力関係施設等が特殊なものであり、整備事務

に時間を要することを考慮し、機器等の整備が可及的速やかに行えるよう早期

の交付決定を行うなどの対応を行うこと。

併せて、ＵＰＺ内では県域にかかわらず切れ目のない防護措置を早期に準備す

る必要があることから、新たにＵＰＺが設定された原発立地県に対しても同様

に十分な財源措置をすること。

○原子力防災対策を実施するうえで必要となる人件費についても、国が負担する

こと。
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＜参考＞

※鳥取県境から島根原子力発電所までの距離は最短で約１７ｋｍ。

ＵＰＺ（３０ｋｍ圏内）では境港市と米子市の一部が対象となる。

島根原発の防災対策費（初期投資）の不足
○島根原発の防災対策費（初期投資）に対する国交付金の２５年度以降の必要額は概算で約２３億円！

・ 緊急に原子力防災体制の整備が必要。〔H25～H27年度の3カ年整備〕
・ 原子力発電施設等緊急時安全対策交付金及び放射線監視等交付金に限度額の特例が必要。
・ 交付金の限度額約3.3億円（防護資機材整備・モニタリングシステム整備等）でいくと、整備まで約７～８年必要。

国の支援策 事業内容 H24年度
当初

H24年度
補正

H25年度
所要額

H26・27年度
所要額

計

原子力防災体制
（防護措置に必要
な資機材とそれを
実施するための体
制整備）

防護資機材整備等 ７７ ７０ １９１ ※維持費は別途 ３３８

普及啓発、防災訓練等 ７ 0 ８ ※同上 １５

危機管理体制整備等（TV会議システ
ム、要援護者避難施設放射線防護等）

８７ ２００ ７１ ※同上 ３５８

交付金対象外（緊急事態対処センター
（仮称）映像システム等）
※原子力防災に特化しないもの

２０２ ※同上 ２０２

モニタリング体制
（モニタリングポス
トの運用と分析体
制の整備）

モニタリングポスト・システム・測定機
器整備、環境試料分析等

４ ２１５ ３３３ ５５２

原子力環境センター（仮称）整備等 ０ １８
※設計

８２７
※設計・施工

８４５

被ばく医療体制
（被ばく医療機関
(14)の体制整備）

被ばく医療整備等（スクリーニング、
ホールボディカウンタ等）

７１ ４０２
※鳥大付病院

１５０
※中央病院

６２３

緊急被ばく医療研修等 ３ ２１ ２４

安定ヨウ素剤備蓄等
（UPZ７万人・調剤機材）

２ １４ １５ ３１

合 計 ２５１ ４７２ ９４０ １，３２５ ２，９８８

3カ年で整備のため
には限度額超過

約２３億円不足！

（単位：百万円）

3カ年で整備のため
には限度額超過

H25年度以降、
約２３億円不足！

約２３億円
約１７億円
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原子力発電所における防災対策の強化について

《提案・要望の内容》

【原子力防災体制の強化】
○中国電力株式会社に対し、万が一、原子力災害が発生した場合には周辺地域に

も被害が及ぶという実情及び国の原子力防災対策の見直し状況などを踏まえ、
安全協定の必要な見直しを迅速に行うよう指導すること。

○避難先への輸送手段の確保については、避難者数が多く、避難に必要な輸送手
段等の全てを県で確保することは困難なため、国において、避難者の輸送手段
（バス、鉄道、福祉用車両、ヘリコプター等）や運転者の確保など人的支援を
速やかに確保する仕組みを構築すること。

○拡散シミュレーションについては、地域防災計画策定のための参考データでは
なく、地域防災計画上の被害想定、更には円滑な住民避難のために必要となる
地形の考慮や被ばく線量等をも考慮した防災ツールとして有効に活かせるもの
の開発を進めること。

【緊急時に備えた体制の整備】
○避難の判断をモニタリングの実測に頼りすぎることは、迅速な避難の妨げにな

るおそれがある。また、避難の方向についても、実測のみでは的確な判断を損
ねるおそれがあり、島根原子力発電所に係るＳＰＥＥＤＩ等による予測情報は
不可欠なことから、ＳＰＥＥＤＩの信頼性向上を図るとともに、気象予測情報
の具体的な活用方法を明示すること。

【被ばく医療体制の整備】
○国が責任をもって事故発生時の屋内退避等の防護措置との併用のあり方も含め

た安定ヨウ素剤投与の手順や基準を早期に定めるとともに、事前配布時も含め
た配布、服用指示時の薬事法等法令上の整理について明確に示すこと。

○安定ヨウ素剤を事故発生時に乳幼児に速やかに投与できるよう、乳幼児用シロ
ップ剤の早期製品化を製薬メーカーに働きかけること。

【災害時要援護者の広域的な避難体制の整備】
○特別な配慮が必要となる病院や福祉施設の入所者など要援護者の避難先は広範

囲となり、避難のための特別な移動手段及び搬送に付き添う医療従事者等を確
保する必要があることから、国が関与してその具体的な方針を示すとともに、
体制整備をすること。

○最終的な避難先に入所するまでの間、広域福祉避難所を設置することを想定す
るが、この運営に必要な人材（医療・介護従事者、手話通訳者等 、機材（ベ）
ッド・車いす等 、物資（食糧・介護用品等）が不足することが見込まれるの）
で、国において速やかな派遣、調達の仕組みを構築すること。

○広域福祉避難所から最終の避難先となる社会福祉施設等への避難を確実に行え
るよう、国において、速やかな受入れ先確保の仕組みを構築すること。
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平成２６年度緊急消防援助隊設備整備費補助金（消防防災
ヘリコプターの更新）の採択について

《提案・要望の内容》

○鳥取県では、平成１０年７月に運航開始した鳥取県消防防災ヘリコプターを平
成２６年度から平成２７年度にかけて更新する計画であるため、平成２６年度
緊急消防援助隊設備整備費補助金において事業採択していただきたいこと。

○緊急消防援助隊設備整備費補助金における消防防災ヘリコプターの補助対象基
準額は、機体は４億８千万円、装備は３億６，９２０万円であり、近年の購入
価格と比較して低額であるため、補助対象基準額を引き上げること。

※鳥取県消防防災ヘリコプター(ベル式４１２ＥＰ型）は、風水害、地震発生時等の情報収集、物資

輸送、林野火災空中消火、山岳等での救出救助活動など様々な場面で県民生活の安全確保に貢献。

特に、鳥取県は中国地方最高峰の大山を擁し、県外登山客も多く、大山を始めとする山岳遭難の

救助活動はヘリコプターの保有が必要不可欠。しかしながら、運航開始後１５年を経過し、機体の

劣化に伴う不具合の発生、交換部品の増加が顕著であり、平成２８年度から新機体（設備）による

運行開始を計画。

※山陰地区では、消防防災ヘリコプターは鳥取県と島根県（２３～２４年度更新）との２機、ドクタ

ーヘリは公立豊岡病院（兵庫県豊岡市）での共同運航、島根県立中央病院との広域連携で対応中

であり、機体の数が少ない。

※ 近年他県が購入した際の契約額と補助金額を比較すると１０億円以上の開きがあり、また、補助

基準額は平成１８年度緊急消防援助隊設備整備費補助金の創設時から増額がなく、実勢価格と大き

く乖離。

＜参考＞
■消防庁補助事業の契約実績と補助金額との比較（鳥取県消防防災課調べ） （千円）

※補助金額は、基準額と契約金額との低い方の額の１／２

-

-

-

-

-

契　　　約　　　実　　　績
( 　)内は補助金額

ヘリテレシステム（地上）

基準額150,328

304,863

(75,164)

-1,128,962 110,250 31,500

基準額　480,000 基準額　105,000 基準額　30,000 基準額　13,700

機種
採択
年度 合計

基準額　849,200

機体 ヘリ高度化資機材 消火用タンク ヘリテレシステム（機上）

基準額　70,172

Ｈ２１
ユーロコプター
AS365N3

14,700

(13,663) -

1,074,465

(240,000)

122,552

78,7501,364,162

(349,436)

1,621,683

(416,413)

(240,000)

997,500 826,927

(52,500) (15,000) (6,850) (35,086)

- - 68,503

27,327 - 92,476

(52,500) (35,086)
Ｈ２１

Ｈ２３

ベル412ＥＰ

ＡＷ139

（アグスター）

1,199,316 116,0371,475,248

(349,436)

Ｈ２２
ユーロコプター

AS365N3

102,070

64,611 18,634 76,650

(240,000) (52,500) (15,000) (6,850) (35,086)

衛星電話

(325,286) (240,000) (51,035) - - (34,251)
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津波対策に係る財政支援について

《提案・要望の内容》

○津波対策推進事業費補助金は、東海・東南海・南海地震等の防災対策推進地域等
の太平洋側地域のみ財政支援の対象とされている。
本県においても、平成２３年度から被害想定や津波対策の見直しを進め、平成２
４年度から、市町村において津波対策を強力に実施しており、本県を含む日本海
側地域も財政支援の対象とすること。

＜参考＞
○本県の津波浸水想定の見直し（例：沿岸部の最大波高 ２．１ｍ → ７．６ｍ）
○本県における津波対策（鳥取県津波対策市町村支援交付金の概要）
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日本海海域における地形・活断層調査について

《提案・要望の内容》

○東北地方太平洋沖地震（海溝型地震）による大津波等により、甚大な被害を受
けたことから、津波・地震対策の見直しが必要である。今年度から「日本海地
震・津波調査プロジェクト」により、日本海側の調査観測を進められていると
ころであるが、現在までに調査及び評価が全く行われていない日本海西部海域
の地形・活断層調査を優先的に実施すること。

＜参考＞
○日本海地震・津波調査プロジェクト（文部科学省）

出典：第３回 日本海における大規模地震に関する調査検討会 配布資料
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大規模災害等への対応能力向上のための

大型輸送ヘリコプター配備について

《提案・要望の内容》

○大規模災害や国民保護措置の必要な事態等への対応能力を高め、県民の安全を

確保するため、本県への大型輸送ヘリコプターの配備を行うこと。

＜参考＞

１ 大規模災害時の救援活動

○大規模災害時には道路の寸断等により迅速な救援活動への支障が懸念され、平成２３年

３月の東日本大震災における救援物資の輸送や、平成２０年岩手・宮城内陸地震におけ

る孤立集落からの住民救出等の状況にかんがみても、急しゅんな地形と冬季の積雪など

の厳しい自然環境にある本県においては、自衛隊の大型輸送ヘリコプタ－は極めて有用

である。

○本県でも、消防防災ヘリコプターの導入など独自の対策を進めているが、冬季を中心に

年間約１００日間は険しい山岳に阻まれ、太平洋側の他機関からのヘリコプターによる

応援が困難な状況にあり、多くの孤立地域が発生する大規模震災時の被災者の救援や緊

急物資の輸送にとって、自衛隊の大型輸送ヘリコプターは極めて有用である。

○平成２５年５月に中央防災会議のワーキンググループが取りまとめた「南海トラフ巨大

地震対策について（最終報告 」においては、被害が比較的少ない都府県は自力で災害）

対策を行うと同時に、被害の甚大な地域への支援も行うべきであることが指摘されてお

り、被害が比較的少ないと想定される本県内に自衛隊の大型輸送ヘリコプターを配備す

ることは、日本全体で取り組む必要がある南海トラフ巨大地震対策として有用である。

２ 国民保護措置の必要な事態への対応

○世界各地でテロ事件が後を絶たない中、北朝鮮は弾道ミサイルの発射実験や核兵器の開

発実験を行い、韓国の哨戒艇を撃沈するなど、日本海を取り巻く情勢は緊迫感を増して

いる。

○当県は約１３０キロメートルの海岸線で日本海に面しており、こうした状況の中で県民

の安全を確保するためには、大型輸送ヘリコプターによる迅速な対応が可能な体制を整

えておく必要がある。
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拉致問題の完全解決について

《提案・要望の内容》

〇拉致問題については、解決に向けて国民の期待が高まっており、この機を逃さず

不退転の決意で北朝鮮との交渉をすすめ、松本京子さんをはじめとする拉致被害

者全員の帰国を一刻も早く実現すること。

＜参考＞

【政府認定拉致被害者】

①松本京子さん（米子市出身、当時29歳 ：昭和52(1977)年10月21日、自宅）
まつもときょうこ

近くの編み物教室に向かったまま行方不明。

※平成18(2006)年11月20日、政府が拉致被害者と認定

（全国で17人目、県内初）

※特定失踪者問題調査会の公表による【特定失踪者（拉致の可能性が指摘されている人 】）

②古都瑞子さん（日南町出身、当時47歳 ：昭和52(1977)年11月14日、普段）
ふるいち み ず こ

。 。着で出かけたまま行方不明 自宅には旅行の切符やポケベルも置いたまま

※平成19年6月、特定失踪者問題調査会は、調査の結果「拉致の可能性が

高い」と判断

平成19年8月、米子警察署に告発状（所在国外移送目的略取誘拐罪）を提出。

③矢倉富康さん（米子市出身、当時36歳 ：昭和63(1988)年8月2日、一人で）
や くらとみやす

出漁して行方不明。精密工作機械製作の元エンジニア。

※平成19年6月、特定失踪者問題調査会は、調査の結果「拉致の可能性が

高い」と判断

平成19年10月、米子警察署に告発状（所在国外移送目的略取誘拐罪）を提出。

④上田英司さん（伯耆町出身、当時20歳 ：昭和44(1969)年11月4日 「京都） 、
う え だ え い じ

」 。 。に行ってくる と東京の下宿家主に言ったまま行方不明 荷物は紙袋一つ

※鳥取県警察本部の公表による【拉致の可能性を排除できない事案に係る方】

⑤木町勇人さん（大山町出身、当時20歳 ：昭和50(1975)年8月25日、京都府）
き まちはや と

宇治市の下宿先を出て以降、行方不明。
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地方バス路線等生活交通確保のための
支援策に対する財源確保等について

《提案・要望の内容》

○中山間地の生活交通を守る観点から、地理的不利益により経常費の嵩む地域等の

路線は一律の基準でなく、地方の実情に合わせたバス補助制度となるよう抜本的

。 。に制度を見直すこと また見直しに際しては地方の意見を十分に反映させること

※バス路線の維持・確保は社会政策としてとらえるべきだが、国の補助制度は全国

一律に一定の運行規模や経営効率化の指標を基準とするため、乗客数の減少、収

支率の悪化が続く中山間地のバス路線では指標が基準を下回り運行赤字の一部が

補助対象外となっている。

※特に中山間地における交通弱者にとってバスは基軸となる交通手段であることか

ら、中山間地における生活交通の確保策について、地方の実情に合わせてバス補

助制度を見直すこと。また見直しに際しては地方の意見を十分に反映させること。

○生活交通確保のために県及び市町村が行う施策に要する経費に対する特別交付税

措置を維持すること。

※市町村営バスの運営、国庫補助対象外の路線バスや過疎地有償運送等の運行補助

など県及び市町村が行う独自施策に要する経費の８割が特別交付税措置の対象で

あり、地方の生活交通を守るために必要な財源であることから措置を継続するこ

と。
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番号制度導入に係るシステム対応と費用負担について

《提案・要望の内容》

○本制度は地方公共団体に多大な影響を与えるものであるため、現場の意見を
十分に聞いた上で、円滑な制度移行になるよう十分留意すること。

○各分野における既存システムの変更に係る作業の内容、手順、経費など、地方
自治体への情報提供を早期に行うこと。

○情報連携の基盤となる情報ネットワークシステムや中間サーバに関して、具体
的な仕様を早期に示すこと。
※番号制度の導入に伴い、地方では情報提供ネットワークシステムとの接続、住基４情

報との紐付けなど大規模なシステム構築（改修）が必要となり長期間を要するため、

情報提供ネットワークシステム、インターフェースシステム、中間サーバの具体的な

仕様が早期に判明しないと期限内に構築及び改修を行うことができない恐れがある。

○番号制度の導入に伴うシステム構築及び改修に係る経費は国が全額負担するこ
と。
※番号制度は国家的な情報基盤であることから、システム構築及び改修に係る経費は国

が全額負担すべきである。

○地方公共団体情報システム機構の運営にあたっては、国と地方との費用負担に
ついて地方と十分に協議し、地方の財政負担を最大限縮小すること。
※地方公共団体情報システム機構法案では、地方公共団体情報システム機構の運営費用

について、定款で定めるところにより地方公共団体が負担することとなっている。ま

た、改正後の住民基本台帳法や公的個人認証法では、地方公共団体情報システム機構

が国の機関等から情報提供手数料を徴収する規定がある。

※国においては、番号制度の導入に伴い、国の機関等からの情報提供手数料の大幅な増
収が見込まれるとされているが、具体的な根拠を示した上で、その妥当性や国と地方

との費用負担について地方と十分に協議し、地方の理解を得る必要がある。

＜参考＞
想定される既存の情報システム等への影響
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生活保護制度と新たな生活困窮者支援施策について

《提案・要望の内容》
生活保護制度については 「必要な人に必要な保護を行う」という原点を担保し、

つつ、国民から信頼される持続可能な制度となるよう、以下について検討を行うこ
と。

○自立に向けたきめ細かい支援や適正実施が図られるよう、福祉事務所の人員配置
基準の見直しを行うとともに、確実な財政措置を講じること。

○要保護者に過度な心理的な負担を与え、結果的に真に必要な人が申請を断念する
ことにならないよう検討すること。
※生活保護の申請に必要な書類について、法律及び法律から委任を受けた厚生労働省令を定

めるにあたっては、申請時に必要書類の提出が必須であると思われないよう配慮すること。

※扶養義務者への扶養に対する回答義務付けや罰則の適用、生活保護費の現物給付（クーポ

ン制）の導入については、過度な心理的な負担を与える恐れがあることから、慎重な検討

が必要である。

○生活保護基準の検証にあたっては、今後も地方の実態を十分考慮すること。
※近年の猛暑による光熱水費の増加等夏季においてこれまで以上に特別の需要が生じており、

夏季における加算の必要性が増している。

※自動車の普及率が高い本県の場合、生活保護受給者の勤労意欲が強く、運転免許の取得が

就職への可能性を高めると認められる場合にも、免許取得経費を支給できるよう支給要件

の緩和が必要である。

○平成２６年度以降も生活扶助基準の見直しに伴う影響が他制度へ及ばないよう、
他の省庁と連携して対応すること。

○新たな生活困窮者支援施策の実施にあたっては、地域資源が乏しい小規模な福祉
事務所設置自治体においても持続可能で実効ある運営ができるよう、確実な財政
措置を講じること。
※鳥取県では、全１９市町村のうち１７市町村が福祉事務所を設置している。

※町村部では被保護世帯数が１０世帯程度の小規模な福祉事務所もあり、対象者も少数と見

込まれるなかで、事業実施体制の整備に苦慮している。

＜参考＞
福祉事務所のケースワーカーの配置基準

、 （ ）・ケースワーカー１人あたりの標準数⇒市町村：８０世帯 県：６５世帯 社会福祉法第１６条

・鳥取市及び米子市では、受給者の急増によりケースワーカーの配置が追いついていない状況

※鳥取県のケースワーカー数（２４．４．１現在）

H20 H21 H22 H23 H24

鳥取市 16(82) 17(85) 18(93) 20(89) 22(87)

米子市 12(91) 14(81) 15(83) 16(82) 17(83)

倉吉市 8(51) 8(57) 9(58) 9(62) 9(66)

境港市 3(83) 3(85) 3(88) 4(72) 4(70)

郡 部 14(49) 14(52) 16(49) 22(37) 25(33)

合 計 52(71) 56(72) 61(74) 71(67) 77(65)

※（ ）は１人当たりの受け持ち世帯数

- 35 -

19 



介護保険制度の負担のあり方について

《提案・要望の内容》

○介護保険制度は国の制度設計による社会保障制度であるため、社会保障と税の
一体改革における介護保険制度の見直しにあたっては、持続可能な制度の再設
計、必要な低所得者対策とともに、国と地方の役割分担及び地方の財政負担の
あり方について、十分な議論を行うこと。

〇また、軽度者（要支援１・２）対策について、介護保険制度から安易に切り離
さないこと。もし、切り離して市町村事業への移行を行う場合でも、所要の財
源措置を恒久的に講ずること。

※平成２４年度からの第５期介護保険事業支援計画期間内における保険料は、鳥取県内

平均で5,420円／月（全国平均：4,972円／月）と高齢者の負担が増大。現状のまま推

移すると、高齢化の進展に伴い2025年には9,000円／月程度まで増えていく見込み。

また、県、市町村の公費負担部分についても、介護保険費用の上昇及び人口減に伴い、

負担感が急激に増している。

＜参 考＞
１ 国の動向など

○厚生労働省の推計によると、2025年度（平成37年度）の介護保険料は、全国平均で月額8,200

円と、2012年度（平成24年度）の約5,000円より3,000円余りのアップが見込まれている。鳥

取県の場合は、全国より高齢化の進展が早いことに加え、今後、都市部の高齢化に伴い、財

政調整交付金割合の減率が見込まれ、9,000円程度となる見込み。

○一方、低所得者対策については、社会保障制度改革国民会議等の議論では、現在一律額である

２号被保険者(40-64歳)の介護納付金を、収入に応じた総報酬割に移行させることにより（つ

まり、若者世代に負担を転嫁することにより 、財源を産み出すとの方向が示されている。）

○また、新聞報道によれば、国は、身の回りのことに手助けが必要な「要支援」と認定された高

齢者向けのサービス（軽度者対策）について、見守りや配食などの生活支援が中心で自立支援

に繋がっていないという指摘が出ていることなどから、介護保険から切り離し、市町村の事業

として提供することも含めて見直しに向けた検討を開始している。

２ 県内市町村保険料の状況
第１号保険料（保険者別一覧）

（単位：円、％）

保険者名
第５期

保険料基準額
（月額） ①

第４期
保険料基準額

（月額） ②

増減
（①-②）

伸び率
（①/②）-1

鳥取市 5,347 4,340 1,007 23.2%

米子市 5,436 4,761 675 14.2%

倉吉市 5,533 4,608 925 20.1%

境港市 5,980 4,567 1,413 30.9%

岩美町 5,617 4,990 627 12.6%

若桜町 5,380 4,133 1,247 30.2%

智頭町 5,480 4,950 530 10.7%

八頭町 5,027 4,141 886 21.4%

三朝町 5,600 4,500 1,100 24.4%

湯梨浜町 5,210 4,252 958 22.5%

琴浦町 5,658 4,500 1,158 25.7%

北栄町 5,760 4,895 865 17.7%

大山町 5,490 4,395 1,095 24.9%

日南町 5,700 4,470 1,230 27.5%

日野町 5,000 5,000 － 0.0%

江府町 4,720 4,650 70 1.5%

南部箕蚊屋広域連合 4,850 4,448 402 9.0%

県平均（加重） 5,420 4,513 907 20.1%

※県平均は市町村ごとの単純平均ではなく、全市町村の総給付費等をすべての第１号被保険者数で除したもの
※第４期介護保険料は、２１年介護報酬改定に伴う保険料上昇分に対し、抑制のための交付金が措置され、各
保険者が、平成２１年度に保険料上昇分の全額、平成２２年度には保険料上昇分の半額について交付金措置、
又は３年間均一の保険料に設定したもの
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